№0472日光市条件付き一般競争入札試行要綱
№0472日光市条件付き一般競争入札試行要綱
様式第２号の２（第６条、様式第１号関係）

条件付き一般競争入札参加資格確認申請書

年　　月　　日　

　日光市長　　　　様
　　　　　　　　特定建設工事共同企業体
　　　　　　　　　　　　　　　　
　住　　　　所
　　　　　　　　　　　（代表構成員）商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　（構　成　員）商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　



　　条件付き一般競争入札公告（　　年日光市公告第　　号）のあった次の工事の競争入札に参加する資格があることの確認のために、条件付き一般競争入札参加確認資料を添えて申請します。



　１　対象工事
　　（１）　工事名
　　（２）　工事場所




様式第３号の２（第６条、様式第１号関係）
　　　　　　　条件付き一般競争入札参加資格確認資料（会社名　　　　　　　　　　　）
	（１）　地方自治法施行令
　　 第167条の４第１項（無能力者など）
　　　 　　　〃　第２項（入札参加制限）
	
該当する・しない
該当する・しない

	（２）　日光市の建設工事
　　　 入札参加資格審査
	
　　　　　　　工事　　　　級

	（３）　経営事項審査結果の総合数値
	総合評定値（P）　　　　　　　点
主観点(S)　　　　 　　　　　 点
総合数値(P＋S)　  　　　　　 点　

	（４）　主任（監理）技術者の配置


	（ア）　資格　　　　有・無
（イ）　　　　　　　工事経験あり
　　　　　　　　　　　（別記第１）

	（５）　　　　　に建設業法に基づく本社又は営業所等がある
	本社　　　　　　　　
営業所等　　　　　　　　

	（６）　年間平均完成工事高

	　　　　　　　　工事
　　　　　　　　千円以上ある

	（７）　同種又は類似工事の元請として　　　　　　　　　　 地域の施工実績
	　　　　　　　　千円以上ある
　　　　　　　　　　　（別記第２）

	（８）　日光市の指名停止
	該当する・しない

	（９）　建設工事共同企業体の場合

	（１）から（８）までに
　　　該当する・しない

	（10）　共同企業体結成表示の要件を満たしている
	共同企業体結成申請書の正式受付
有・無


　（注）１　上表の（２）、（３）、（５）及び（６）については、現に有効な建設工事入札参加資格（入札参加資格の認定内容・経営事項審査結果通知書）に基づいて記入すること。
　　　　２　（５）については、営業所の場合は、建設業法第15条第２号に規定する専任技術者証明書の写しを添付すること。
　　　　３　（10）については、建設工事入札参加資格審査申請書(別記第３)（共同企業体）を添付すること。
　　　　４　　共同企業体にあっては、構成員ごとに記載が必要

別記第１（様式第３号、様式第３号の２関係）
（会社名　　　　　　　　）
主任（監理）技術者の配置
	区分
	主任（監理）技術者
	ふりがな
氏名
	　
	年齢
	歳

	所属会社
	　

	資格
	　

	監理技術者資格者証番号
	　

	工事経験
	過去５年間の工事経験

	
	工事名
	　

	
	工事場所
	　

	
	元請・下請の別
	　

	
	請負金額
	　

	
	工事期間
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日間

	
	
	～

	
	当時の担当区分
	　

	
	工事概要・技術的特記事項
	　


　（注）　１　当時の担当区分は、現場代理人及び主任（監理）技術者の別を記載
　　　　　２　共同企業体にあっては、構成員ごとに記載が必要
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